財管第　　８　号

平成15年4月1日

工事施行担当課長

財　務　部　長　
債務負担行為等に係る建設工事における前払金及び部分払の

取扱いについて（通知）

本市が発注する債務負担行為又は継続費に係る前払金及び部分払の取扱いについては、静岡市建設工事執行規則（以下「執行規則」という。）及び静岡市における債務負担行為等に係る建設工事の前金払等の取扱要領（以下「取扱要領」という。）に規定されておりますが、具体的には下記のとおり取り扱ってください。
記

１　2年にわたる工事の場合

	　　請負代金額が100,000千円で、平成15年度の予算額（年割額）が40,000千円、
　平成16年度分が60,000千円の場合


⑴　前払金の範囲と支払等
　　取扱要領により、前払金は次のようになる。

　　　前払金総額　　　100,000千円×4／10＝40,000千円

　　　平成15年度前払金　40,000千円×4／10（年割額）＝16,000千円

　　　平成16年度前払金　40,000千円×6／10（年割額）＝24,000千円

　①　契約時点において年割額（率）を算出する場合は、「出来形計算書」により、出来形の９割（Ｄの数値）とする。

　②　２年度にわたる工事の場合、契約書には取扱要領別紙１「特に定めた契約条件（２年にわたる場合）」を付ける。

⑵　前払金の償却
　　平成15年度の前払金（16,000千円）は、平成15年度末までに償却することとなるので、部分払いを行う際順次償却し、平成15年度における最終の部分払いにおいてはたとえ出来形が当初予定の年割額を上回っても、償却額の累計は16,000千円を超えることはできない（年度途中でも16,000千円を超えることはできない。）
⑶　部分払い

　①　部分払いは執行規則第50条第1項及び取扱要領第5条の規定により、前払金の率に10分の１を加えたものに、年割額の全体額に対する割合を乗じた率に達した場合でなければ請求できない。

　②　平成15年度の年割額は40,000千円であるので、その額の9分の10（性質上過分の工事であると市長が認めたものの請負契約に係る完済部分等にあっては10分の10も可）に相応する出来形を超えた出来形（この例の場合、請負代金額の45％）があっても、平成15年度においては前払金と部分払いの累計額の年割額の40,000千円を超えることができないので注意すること【例１】。

③　また、平成15年度末の出来形の90%が年割額に満たない場合（この例の場合は45％）は、年割額全額を支払うことができない。この場合は、支払済の前払金の全額が償却できないためその差額は返却することとなるが、事務の簡素化を図るため部分払金と相殺する（【例２】及び明細書による）。
　　なお、この場合は「特に定めた契約条件」中の年割額及び前払金の変更契約をする。

　※　前払金を変更した場合、前払金が各年度の年割額の４割を越えないように注意すること。

⑷　部分払いの回数

　　債務負担行為等に係る建設工事の部分払いの回数は、執行規則第50条第7項の規定に基づく取扱要領第5項の規定により、増加することができる。

２　3年度以上にわたる工事の場合

	　　請負代金額が100,000千円で、平成15年度の予算額（年割額）が20,000千円、

　平成16年度以降分が80,000千円（平成16年度30,000千円、17年度50,000千円）の場合


　⑴　前払金の範囲と支払等

　　　取扱要領により、前払金は次のようになる。

　　　前払金総額　　　100,000千円×4／10＝40,000千円

　　　平成15年度前払金　40,000千円×2／10（年割額）＝ 8,000千円

　　　平成16年度前払金　40,000千円×3／10（年割額）＝12,000千円

　　　平成17年度前払金　40,000千円×5／10（年割額）＝20,000千円

　①　契約時点において年割額（率）を算出する場合は、「出来形計算書」により、出来形の９割（Ｄの数値）とする。

　②　３年度以上にわたる工事の場合、契約書には取扱要領別紙２「特に定めた契約条件（３年以上にわたる場合）」を付ける。

⑵　初年度の前払金の償却、部分払等

　　初年度の前払金の償却及び部分払等取扱いは、前記「２年にわたる工事の場合」と同じである。

⑶　第２年度以降の取扱い

　　第２年度以降は、それぞれの当初予算に基づき、「特に定めた契約条件」第４項により当該年度の年割額及び前払金額を定め、協議書を締結する。
　　前払金の償却及び部分払の方法は、前記「２年にわたる工事の場合」と同じである。

【例１】

	出　　来　　形　　部　　分　　払　　計　　算　　書

	請負代金額
	Ａ　　　　￥100,000,000

(内訳)　　 15  40,000,000　

16  60,000,000　
	前払金額
	Ｂ　　　　\40,000,000

(内訳)　 15  16,000,000　

16  24,000,000　
	今回請求額

第　　回

完　　成
	￥

	区　分
	出　　　　来　　　　形
	Ｄ

同左9／10（又は

10／10）の額
	Ｅ

前払整理額

（Ｂ×Ｃ）
	差　引　額

(出来形払限度額)

（Ｄ－Ｅ）
	支　払　額

	
	年　月　日
	Ｃ％
	金額（Ａ×Ｃ）
	
	
	
	

	第1回
	平成15年12月15日
	(注1)

25
	25,000,000　
	　　22,500,000　
	10,000,000　
	12,500,000　
	12,500,000　

	第２回
	平成16年３月31日
	50
	50,000,000　
	(注2)

40,000,000　

(45,000,000)  
	(注3)

16,000,000　

(20,000,000)　
	24,000,000　
	11,500,000　

	第３回
	平成16年８月31日
	80
	80,000,000　
	72,000,000　
	32,000,000　
	40,000,000　
	16,000,000　

	第４回
	
	
	
	
	
	
	

	第５回
	
	
	
	
	
	
	

	完　成
	平成16年10月31日
	100
	100,000,000　
	
	40,000,000　
	
	20,000,000　


備考　⑴　Ｄは万円未満切り捨て、Ｅは万円未満を切り上げること。

　　　⑵　契約時点において年割額Ａを算出する場合は、通常出来形の９割（Ｄの数値）とする。

　　　⑶　第１回目の部分払いは、前払金の率に1／10を加えたものに、年割額の全体額に対する割合を乗じた率以上の出来形に対して行

うこと（注１）。

　(4／10＋1／10)×4／10＝20.0%・・・したがってこの例の場合は20%以上の出来形があれば部分払いができる。

　　　　⑷　初年度における支払は、その年度の年割額の範囲内とし、前払整理額もその年度の前払金額を越えることができないので注意すること。

　　　　　　この例の場合、平成15年度末の出来形は予定を超えているが、支払限度額は年度額（40,000千円）を超えることはできないので、

　　　　　Ｄは40,000千円と読み替えて計算する（注２）。また前払整理額も平成15年度の前払金を超えることができないので16,000千円

　　　　　とする。（注３）

　　　　⑸　（　）内は計算上の数値

【例２】

	出　　来　　形　　部　　分　　払　　計　　算　　書

	請負代金額
	Ａ　　　　￥100,000,000

(内訳)　　 15  40,000,000  

16  60,000,000  
	前払金額
	Ｂ　　　　\40,000,000

(内訳)　 15  16,000,000  

16  24,000,000  
	今回請求額

第　　回

完　　成
	￥        3,000,000

	区　分
	出　　　　来　　　　形
	Ｄ

同左9／10（又は

10／10）の額
	Ｅ

前払整理額

（Ｂ×Ｃ）
	差　引　額

(出来形払限度額)

（Ｄ－Ｅ）
	支　払　額

	
	年　月　日
	Ｃ％
	金額（Ａ×Ｃ）
	
	
	
	

	第1回
	平成15年12月15日
	(注1)

25
	25,000,000　
	　　22,500,000　
	10,000,000　
	12,500,000　
	12,500,000　

	第２回
	平成16年３月31日
	35
	35,000,000　
	　　31,500,000　
	(注2)

14,000,000  
	17,500,000　
	(注3)

5,000,000  

	第３回
	
	
	
	
	
	
	

	第４回
	
	
	
	
	
	
	

	第５回
	
	
	
	
	
	
	

	完　成
	
	
	
	
	
	
	


備考　⑴　Ｄは万円未満切り捨て、Ｅは万円未満を切り上げること。

　　　⑵　契約時点において年割額Ａを算出する場合は、通常出来形の９割（Ｄの数値）とする。

　　　⑶　第１回目の部分払いは、前払金の率に1／10を加えたものに、年割額の全体額に対する割合を乗じた率以上の出来形に対して行

うこと（注１）。

　(4／10＋1／10)×4／10＝20.0%・・・したがってこの例の場合は20%以上の出来形があれば部分払いができる。

　　　　⑷　初年度における支払は、その年度の年割額の範囲内とし、前払整理額もその年度の前払金額を越えることができないので注意すること。

　　　　　　この例の場合、年度末の出来形が低いため平成15年度の前払金16,000千円を全額償却できない（注2）ので、その差額2,000千円は返却することとなるが、事務の簡素化等のため、次の「（参考）明細書」により部分払いと相殺計算し、（注３）の部分払い5,000千円のうちから返却したこととする。

　　　　　

　　　　

（参考）

	出　　来　　形　　部　　分　　払　　計　　算　　書

	請負代金額
	Ａ

前払金総額
	Ｂ

支払済前払金額
	Ｃ

前払整理額
	Ｄ

今回部分払金額
	Ｅ

返却前払金額
	Ｆ

今回請求金額

	￥  100,000,000
	￥　 40,000,000
	￥  16,000,000
	￥  14,000,000
	￥   5,000,000
	￥   2,000,000
	￥   3,000,000

	区　分
	出　　　来　　　形
	Ｉ

Ｈ×9／10（又は

10／10）の額
	Ｊ

前払整理額

（Ａ×Ｇ）
	差　引　額

(出来形払限度額)

（Ｉ－Ｊ）
	支　払　額

	
	年　月　日
	Ｇ％
	Ｈ　金　　額
	
	
	
	

	第1回
	平成15年12月15日
	25
	25,000,000
	22,500,000
	1,000,000
	12,500,000
	12,500,000

	第２回
	平成16年３月31日
	35
	35,000,000
	31,500,000
	14,000,000
	17,500,000
	5,000,000

	第３回
	
	
	
	
	
	
	

	第４回
	
	
	
	
	
	
	




